解体業許可申請書及び添付書類チェックリスト
(解体－No.1)
（申請書関係）

	項　　　　　　　　目
	適否

	申請書は正本１部作成されているか。 (控えを別途1部作成しておいてください｡)
	

	申請者若しくは行政書士が直接来所して申請しているか。
	

	行政書士の来所の場合は、作成した書類の末尾や欄外に作成の年月日を附記し、行政書士名を記名して職印が押印されているか。(申請者名との併記でも可｡)　　　　　　　　　　　　　　　　(行政書士法)
	

	申請手数料分の秋田県証紙が添付されているか。
	

	申請書は定められた様式を使用しているか。　　　　　　　　　　　　　　　（規55、様式5）
	

	申請者の住所､氏名等が記載されているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法61-1-1）
※　氏名の記載については、記名押印又は申請者本人の署名（印鑑不要）のどちらでも可。
	

	解体業を行う事業所の名称・所在地が記載されているか。　　　　　　　　　　　（法61-1-2）
※　複数の事業所を有する場合は全ての事業所を記入すること。
	

	事業の用に供する施設の概要が記載されているか。　　　　　　　　　　　　　（法61-1-5）
※　複数の事業所を有する場合は事業所ごとに施設の概要を記入すること。
	

	
	保管場所、燃料抜取場所、解体作業場、部品保管場所、その他解体業に使用する施設の概要（面積、構造等）が記載されているか。　　　　　　　　　　　　　　（規則57-1-1）
※　申請書記載例に示す施設の概要を記入すること。
	

	他に解体業又は破砕業の許可を有している場合にあっては、その都道府県・市名、許可番号がすべて記載されているか。

※　申請中の場合にあっては、申請年月日を記載すること）　　　　　　　　（規則55-4-2）
	

	他に廃棄物処理法に基づく産業廃棄物処理業の許可を有している場合にあっては、その都道府県・市名、許可番号がすべて記載されているか。

※　申請中の場合にあっては、申請年月日を記載すること）　　　　　　　　（規則55-4-2）
	

	解体業を行おうとする事業所以外の場所で使用済自動車又は解体自動車の積替え又は保管を行う場合には、その場所の所在地、面積及び保管量の上限が記載されているか。
（規則55-4-3）
	

	申請者が法人である場合には、役員(※)の氏名及び住所が記載されているか。
（法61-1-3）
※　業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。
	


(解体－No.2)

（申請書関係）

	項　　　　　　　　目
	適否

	令第５条に規定する使用人がいる場合は、その者の氏名及び住所が記載されているか。
　　　（法61-1-4）
	

	申請者が未成年者である場合は、その法定代理人の氏名及び住所が記載されているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法61-1-4）
	

	申請者が法人である場合は、発行済株式総数の５／１００以上の株式を有する株主又は出資の額の５／１００以上の額に相当する出資をしている者の氏名又は名称、住所及び保有する株式の数又は出資の金額が記載されているか　　　　　　　　　（規則55-4-4）
	

	標準作業書に関する内容が記載されているか。　　　　　　　　　　　　　　（規則55-4-1）
※　標準作業書の写しを添付することで省略することができる。
	

	
	使用済自動車及び解体自動車の保管の方法が記載されているか。　（規則57-1-2-ｲ(1)）
	

	
	廃油及び廃液の回収、事業所からの流出の防止及び保管の方法が記載されているか。　　　（規則57-1-2-ｲ(2)）
	

	
	使用済自動車又は解体自動車の解体の方法（指定回収物品及び鉛蓄電池等の回収の
方法を含む。）が記載されているか。　　　　　　　　　　　　　（規則57-1-2-ｲ(3)）
	

	
	油水分離装置及びためます等の管理の方法（これらを設置する場合に限る。）が記載されているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（規則57-1-2-ｲ(4)）
	

	
	使用済自動車又は解体自動車の解体に伴って生じる廃棄物（解体自動車及び指定回
収物品を除く。）の処理の方法が記載されているか。　　　　　　（規則57-1-2-ｲ(5)）
	

	
	使用済自動車又は解体自動車から分離した部品、材料その他の有用なものの保管の
方法が記載されているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（規則57-1-2-ｲ(6)）
	

	
	使用済自動車及び解体自動車の運搬の方法が記載されているか。　（規則57-1-2-ｲ(7)）
	

	
	解体業の用に供する施設の保守点検の方法が記載されているか。　（規則57-1-2-ｲ(8)）
	

	
	火災予防上の措置が記載されているか。　　　　　　　　　　　　（規則57-1-2-ｲ(9)）
	


(解体－No.3)

（添付書類）

	項　　　　　　　　目
	適否

	１．解体業の用に供する施設（積替え又は保管場所を含む）の施設の構造を明らかにする図面（平面図・立面図・断面図・構造図）、設計計算書、付近の見取り図が添付されているか。　　　　　　　　

（規則55-1-1）
	

	
	事業場付近の見取り図が添付されているか。
	

	
	事業場内の配置図が添付されているか。
	

	
	使用済自動車等の保管場所、燃料抜取場所、解体作業場、取り外し部品の保管場所の保管施設、その他事業に使用する施設の図面及び設計計算書が添付されているか。

※　申請書に記載した事業の用に供する施設等がすべて含まれているか。
	

	２．施設の所有権（又は使用権原）を有することを証する書類が添付されているか。
（規則55-1-2）
※　土地登記簿謄本等（賃貸の場合、賃貸契約書の写しなど）を添付すること。
	

	３．事業計画を記載した書類が添付されているか。（様式あり）　　　　　　　　（規則55-1-3）
	

	
	事業の全体計画、業務を行う時間、従業員数、休業日、扱う車種（乗用車、大型車）が記載されているか。
	

	
	申請年度の計画及び過去３年間の使用済み自動車等の引取実績が記載されているか。
	

	
	過去３年間の解体実績（年間処理台数、年間稼働日数、平均処理実績）が記載されているか。
	

	
	解体能力（１日当処理能力、稼働予定日数等）が記載されているか。
	

	
	使用済自動車、解体自動車の保管状況（保管量の上限、現在保管量）が記載されているか。
	

	４．収支見積を記載した書類が添付されているか。（様式あり）　　　　　　　　（規則55-1-4）
	

	
	申請年度の見込み及び前年度の決算を記載した書類が添付されているか。

※　前年度の決算については、貸借対照表、損益計算書や確定申告書の写しなど、記載内容の根拠となる資料を添付すること。
	

	５．申請者の住民票の写し（本籍の記載があるものに限るものとし、外国人にあっては外国人登録証明書の写しとする。以下同じ。）及び登記事項証明書（東京法務局発行：後見登録等に関する法律第１０条第１項に規定する登記簿事項証明書をいう。以下同じ。）が添付されているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（規則55-1-5）
	

	６．申請者が法人である場合は、定款又は寄付行為及び登記簿謄本が添付されているか。
	

	７．申請者が法人である場合は、法第６１条第１項第３号に規定する役員（相談役、顧問、経営に関し役員と同等以上の権限を有するもの等を含む）の住民票の写し及び登記事項証明書が添付されているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（規則55-1-6）
	

	８．申請者が法人である場合は、発行済株式総数の５／１００以上の株式を有する株主又は出資の額の５／１００以上の額に相当する出資をしている者の住民票の写し及び登記事項証明書又は登記簿の謄本が添付されているか。　　　　　　　　　（規則55-1-7）
	


(解体－No.4)

（添付書類）

	項　　　　　　　　目
	適否

	９．令第５条に規定する使用人がいる場合は、その者の住民票の写し及び登記事項証明書が添付されているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（規則55-1-8）
	

	10.申請者が未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写し及び登記事項証明書が添付されているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（規則55-1-9）
	

	11.法第６２条第１項第２号イからヌに該当しないことを誓約する書面が添付されているか。

（様式あり）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（規則55-1）

　※　記名押印又は申請者本人の署名（印鑑不要）のどちらでも可。
	


（標準作業書）

	項　　　　　　　　目
	適否

	規則に定める事項を記載した標準作業書を常備し、従業者に周知しているか。　　　　　　　　　　　　　　（規則55-1-2）
※　標準作業書の写しを添付すること。
	

	
	使用済自動車及び解体自動車の保管の方法が記載されているか。（規則57-1-2-ｲ(1)）
	

	
	廃油及び廃液の回収、事業所からの流出の防止及び保管の方法が記載されているか。（規則57-1-2-ｲ(2)）
	

	
	使用済自動車又は解体自動車の解体の方法（指定回収物品及び鉛蓄電池等の回収の
方法を含む。）が記載されているか。　　　　　　　　　　　　（規則57-1-2-ｲ(3)）
	

	
	油水分離装置及びためます等の管理の方法（これらを設置する場合に限る。）　　　（規則57-1-2-ｲ(4)）
	

	
	使用済自動車又は解体自動車の解体に伴って生じる廃棄物（解体自動車及び指定回
収物品を除く。）の処理の方法が記載されているか。　　　　　（規則57-1-2-ｲ(5)）
	

	
	使用済自動車又は解体自動車から分離した部品、材料その他の有用なものの保管の
方法が記載されているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　（規則57-1-2-ｲ(6)）
	

	
	使用済自動車及び解体自動車の運搬の方法が記載されているか。　（規則57-1-2-ｲ(7)）
	

	
	解体業の用に供する施設の保守点検の方法が記載されているか。　（規則57-1-2-ｲ(8)）
	

	
	火災予防上の措置が記載されているか。　　　　　　　　　　　（規則57-1-2-ｲ(9)）
	


(解体－No.5)

（標準作業書と施設に係る基準の整合）
	項　　　　　　　　目
	適否

	施設に係る基準において、ただし書きの規定により施設を整備している場合は、ただし書きの規定に掲げる必要な措置を講じる旨を標準作業書に記載しているか。　　　（規則57-1）
	

	
	保管施設の床面が鉄筋コンクリート構造でない場合は、廃油及び廃液の地下浸透を防止するための措置が記載されているか。　　　　　　　　　　　　　　（規則57-1-1-ﾛ）
	

	
	保管施設に油水分離装置等を設置しない場合は、廃油の事業所からの流出を防止するための措置が記載されているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（規則57-1-1-ﾛ）
	

	
	解体作業場に廃油、廃液回収装置を設置しない場合は、廃油、廃液が適切かつ確実に回収されることが記載されているか。　　　　　　　　　　　　　　　（規則57-1-1-ﾆ(1)）
	

	
	解体作業場に油水分離装置等を設置しない場合は、廃油の事業所からの流出を防止するための措置が記載されているか。　　　　　　　　　　　　　　　　（規則57-1-1-ﾆ(4)）
	

	
	取り外し部品保管設備の床面が鉄筋コンクリート構造でない場合は、廃油及び廃液の地下浸透を防止するための措置が記載されているか。　　　　　　　　（規則57-1-1-ﾎ）
	

	
	取り外し部品保管設備に屋根、覆い等を設置しない場合は、廃油及び廃液の地下浸透を防止するための措置が記載されているか。　　　　　　　　　　　　（規則57-1-1-ﾎ）
	


(解体－No.6)
（備　考）

	《備　考》
◎申請書について

　　申請書に必要事項を記入する際、記入欄内に書ききれない場合は、欄内に「別紙○のとおり」と記入し別紙を添付することでも差し支えありません。

	◎住民票の写しについて

　申請者又は法人の役員等の住民票の写しは、申請日以前３ヶ月以内に発行され、本籍が記載されたものとしてください。

	◎登記事項証明書（後見登記等に記載されていないことを証明するもの）について

　各法務局（支局等を含む。）に申請書が備え付けられており、郵送申し込みにより東京法務局から交付されます。

　なお、登記事項証明関係の手続きは次の場所にご相談ください。

　〒０１０－８２２６　東京都千代田区九段南１－１－１５　九段第２合同庁舎

　　東京法務局民事行政部後見登録課（℡　０３－５２１３－１３６０）

	◎更新申請の際の留意事項について
　更新申請の場合、添付書類の１．及び２．の書類は、その内容に変更がない限り添付を省略できます。

	◎新規許可申請の際の留意事項について
　平成１２年１０月１日以降、住民票の写し、登記事項証明書又は株主登記簿謄本（以下「住民票の写し等」という。）を提出して、廃棄物処理法に基づく産業廃棄物処理業の許可等（※１）又は自動車リサイクル法に基づく解体業若しくは破砕業の許可を受けている方は住民票の写し等の添付を省略することができます。

　申請の際は、当該許可証のコピーと申請者等（※２）の氏名、生年月日、本籍を正確に記載した書類（住民票の写しのコピー等）を提出していただくことになります。

※１　産業廃棄物処理業の許可等には、産業廃棄物収集運搬業及び処分業、特別管理産業廃棄物収集運搬業及び処分業、産業廃棄物処理施設設置の許可などが該当します。

※２　申請者等には、申請者本人のほか、申請書に記載した法人の役員、出資者等及び使用人が該当します。

	◎その他の注意事項

・秋田県証紙は、各地域振興局内で取り扱っておりますので、現金を持参していただいても結構です。

・必要に応じて申請後、事業計画、収支見積、図面及び設計計算に関し追加で書類等の提出を求める場合があります。

・申請を受け付けた場合でも、申請内容等により、不許可となる場合があります。

（施設に係る基準、申請者の能力に係る基準に適合しない場合や申請者や法人の役員等が欠格要件に該当する場合などが考えられます。）




